
標準仕様書改正対応表（固定資産税）

標準仕様書改定内容（案）

機能要件 帳票要件
印字項目・

諸元表

帳票レイア

ウト

業務フロー

ツリー図
区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細

１．税制改正による標準仕様書見直し

改定対応が必要な事項なし。

２．地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

1

地目変換の場合に類似土地負担水準方式、用途変更の場合にみなし

方式を選択することが出来ないという地方団体からの意見を踏まえ機能要

件を修正する。

税務システム標準仕様書上では、賦課処理機能などにおける「計算・集

計ロジック」について詳細化を行わないこととしているため、類似土地負担

水準方式、自治体平均負担水準方式、みなし方式の選択方法について

の記載を改めるもの。

○ 5.0版 ● 4.1版機能

ID：

0120279

項番

1.2.20.

固定資産

税に係る課

税標準額

算出

■機能要件

土地評価情報等に基づき、固定資産税の課税標準額の算出ができること。

平均負担水準を計算できること。

「自治体平均負担水準方式及び類似土地負担水準方式」又は「みなし方式」のどちらかを選択して、小規模・一般・非住宅区分の課税標準額の算出ができるこ

と。

負担調整措置が適用される場合には、本則課税標準額と負担調整後の課税標準額の算出ができること。

※固定資産税システム内に課税標準額の算出機能を実装することを想定しているが、土地評価システム側で同等機能を実装することも可とする。

■実装区分

実装必須機能（※）　当分の間、標準オプション機能

■備考

本要件については、団体の人口規模や組織体制に応じて機能の実装状況にかなりの差異があること等を勘案し、当分の間、【標準オプション機能】へと緩和して位置

付ける。ただし、当該取扱いは、あくまで標準準拠システムへの移行期における過渡的なものと整理しており、今後、標準準拠システムの開発・導入状況や地方団体

の意見等を踏まえながら、解消を図っていく予定である。

本機能が実装されない場合は、パッケージ標準の機能における計算方式を利用して課税標準額を算出することを想定している。

■要件の考え方・理由

課税標準額の算出機能を要件化している。類似土地負担水準方式、自治体平均負担水準方式、みなし方式により算出ができることとしている。

なお、負担調整措置に係る詳細の要件は、固定資産税の商業地等に対する減額機能等を参照。

システム事業者から、自治体平均負担水準・類似土地負担水準方式の計算方法を実装するのに大規模な改修が見込まれるとの意見があったので、【※実装必須

機能】とした。

また、導入時にいずれかを設定することでも本機能要件が実装されているとみなす。

■機能要件

土地評価情報等に基づき、固定資産税の課税標準額の算出ができること。

平均負担水準を計算できること。

「自治体平均負担水準方式及び類似土地負担水準方式」又は「みなし方式」のどちらかを選択して、小規模・一般・非住宅区分の課税標準額の算出ができるこ

と。

類似土地負担水準方式、自治体平均負担水準方式、みなし方式により課税標準額の算出ができること。

負担調整措置が適用される場合には、本則課税標準額と負担調整後の課税標準額の算出ができること。

※固定資産税システム内に課税標準額の算出機能を実装することを想定しているが、土地評価システム側で同等機能を実装することも可とする。

■実装区分

実装必須機能（※）　当分の間、標準オプション機能

■備考

本要件については、団体の人口規模や組織体制に応じて機能の実装状況にかなりの差異があること等を勘案し、当分の間、【標準オプション機能】へと緩和して位置

付ける。ただし、当該取扱いは、あくまで標準準拠システムへの移行期における過渡的なものと整理しており、今後、標準準拠システムの開発・導入状況や地方団体

の意見等を踏まえながら、解消を図っていく予定である。

本機能が実装されない場合は、パッケージ標準の機能における計算方式を利用して課税標準額を算出することを想定している。

■要件の考え方・理由

課税標準額の算出機能を要件化している。類似土地負担水準方式、自治体平均負担水準方式、みなし方式により算出ができることとしている。

なお、負担調整措置に係る詳細の要件は、固定資産税の商業地等に対する減額機能等を参照。

システム事業者から、自治体平均負担水準・類似土地負担水準方式の計算方法を実装するのに大規模な改修が見込まれるとの意見があったので、【※実装必須

機能】とした。

また、導入時にいずれかを設定することでも本機能要件が実装されているとみなす。

ー ー 質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。ま

た、適切な文言があればその理由と併せてご回答くださ

い。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 異論なし。 賛成 賛成 特段意見ありません。 賛成 G市は機能要件には準拠しないため、回答は控えさせていただきま

す。

賛成 賛成 ①賛成する。 賛成 賛成 その他 照会内容について回答する立場にありません。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

9 0 2 賛成意見が多数のため、事務局方針のとおりとします。

2

「eLTAX５期更改における見積参考資料」及び「eLTAX５期更改に係

る仕様書」にて、所得税確定申告情報、法人税確定申告情報の詳細が

示されたため、記載の整合をとるもの。

○ 5.0版 ● 4.1版機能

ID：

0120189

項番

3.1.30.

確定申告

情報登録

（eLTAX

連携）

■機能要件

【令和8年度から利用開始予定】

eLTAXと連携して、所得税確定申告情報、法人税確定申告情報を取り込み、管理（設定・保持・修正）できること。

■実装区分

標準オプション機能

■備考

※今後、詳細化予定。

■要件の考え方・理由

ー

■機能要件

【令和8年度から利用開始予定】

eLTAXと連携して、所得税確定申告情報、法人税確定申告情報を取り込み、管理（設定・保持・修正）できること。

■実装区分

標準オプション機能

■備考

※今後、詳細化予定。

■要件の考え方・理由

所得税確定申告情報、法人税確定申告情報は、地方税共同機構より公表される「eLTAX５期更改における見積参考資料」及び「eLTAX５期更改に係る仕様

書」を参照すること。

ー ー 報告 賛成 賛成 その他 異論ございませんが、ファイルのダウンロードはXMLないしCSVを想

定されていると思料いたしますので、国税庁から連携される項目に

ついて、税務システムに実装が必要な項目の具体をお示しいただ

きたいと存じます。

2 0 1 特段の反対意見もないため、事務局意見の方針のとおりとしま

す。

3

「eLTAX５期更改における見積参考資料」及び「eLTAX５期更改に係

る仕様書」にて、所得税確定申告情報、法人税確定申告情報の詳細が

示されたため、記載の整合をとるもの。

○ 5.0版 ● 4.1版機能

ID：

0120231

項番

6.6.1.

未申告事

業者抽出

■機能要件

【令和8年度から利用開始予定】

所得税確定申告情報、法人税確定申告情報を基に、未申告事業者等を抽出し、リスト等で確認できること。

※今後、詳細化予定。

■実装区分

標準オプション機能

■備考

ー

■要件の考え方・理由

ー

■機能要件

【令和8年度から利用開始予定】

所得税確定申告情報、法人税確定申告情報を基に、未申告事業者等を抽出し、リスト等で確認できること。

※今後、詳細化予定。

■実装区分

標準オプション機能

■備考

ー

■要件の考え方・理由

所得税確定申告情報、法人税確定申告情報は、地方税共同機構より公表される「eLTAX５期更改における見積参考資料」及び「eLTAX５期更改に係る仕様

書」を参照すること。

ー ー 報告 賛成 賛成 その他 異論ございませんが、ファイルのダウンロードはXMLないしCSVを想

定されていると思料いたしますので、国税庁から連携される項目に

ついて、税務システムに実装が必要な項目の具体をお示しいただ

きたいと存じます。

2 0 1 特段の反対意見もないため、事務局意見の方針のとおりとしま

す。

# 改正・要望内容

Ａ市 Ｂ市

標準仕

様書への

反映

標準仕

様書への

反映時

期

適合基準日

仕様書分類

備考

Ｄ市 Ｅ市 Ｆ市 Ｇ市 Ｈ市Ｃ市

要件No 要件名 要件（変更前） 要件（変更後）
標準仕様書見直

し不要の理由

区分 ご確認事項
賛成 反対 その他 最終方針

Ｉ市 Ｊ市 Ｋ市 L団体 M団体


